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建設業界の皆様へ
福祉の増進、企業の振興のための国の退職金制度です

制度説明動画を配信中！

加入しませんか

●法律に基づき運営される国が作った制度
●建退共に加入し、履行している場合は「経営事項審査」で加点評価
●国からの財政上の支援（国の助成により掛金の一部が免除）
●掛金は全額非課税（損金または必要経費に算入できます）
●複数の企業間を就業しても通算して退職金を支給
●加入の手続きは簡単（各都道府県の建退共支部で加入）

掛金は電子申請で納付できます
• 電子申請では、ペイジーまたは口座振替で建退共に直接現金を払い込
む方法となるため、共済証紙の購入は必要ありません。
•掛金納付は就労日数をネットで報告。
•共済証紙の貼付・消印が不要です。（証紙は今後も利用できます）
•退職金ポイント購入額や掛金充当額等がサイト上で自動管理されます。
•電子申請方式で発行する掛金収納書等は、公共工事における工事関係
書類の電子化に対応しています。

建退共 検索

主な特徴

建設業を営む
事業主

加入できる事業主

建設業の現場で
働く方

対象となる労働者

掛金

1日320円に

　

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
（
Ｄ
Ｘ
）
が
さ
ま
ざ
ま
な
分

野
で
浸
透
し
、
多
く
の
成
果
を
生
み

出
し
て
い
る
。
建
設
産
業
界
で
も
Ｄ

Ｘ
の
波
が
押
し
寄
せ
、
あ
ら
ゆ
る
面

で
そ
の
効
果
に
期
待
が
高
ま
っ
て
い

る
。

　

６
月
に
閣
議
決
定
し
た
骨
太
の
方

針
２
０
２
３
。
そ
の
中
で
生
産
性
を

高
め
経
済
社
会
を
支
え
る
社
会
資
本

整
備
と
し
て
、
中
小
建
設
企
業
の
イ

ン
フ
ラ
Ｄ
Ｘ
へ
の
対
応
な
ど
に
言

及
。
中
小
建
設
企
業
等
に
お
け
る
Ｉ

Ｃ
Ｔ
施
工
や
Ｂ
Ｉ
Ｍ
／
Ｃ
Ｉ
Ｍ
の
普

及
拡
大
等
に
よ
る
ｉ
―
Ｃ
ｏ
ｎ
ｓ
ｔ

ｒ
ｕ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
の
推
進
、
ド
ロ
ー

ン
・
セ
ン
サ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等
に
よ

る
管
理
の
高
度
化
、
国
土
交
通
デ
ー

タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
に
よ
る
イ

ン
フ
ラ
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
・
連

携
拡
充
、
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン

化
の
徹
底
等
に
よ
り
、
生
産
性
を
高

め
る
イ
ン
フ
ラ
Ｄ
Ｘ
を
加
速
す
る
な

ど
と
し
て
い
る
。

　

官
民
挙
げ
て
Ｄ
Ｘ
に
関
す
る
取
り

組
み
を
進
め
て
い
る
。
担
い
手
不

足
、
２
０
２
４
年
問
題
な
ど
の
諸
課

題
の
解
決
や
健
全
な
変
革
に
向
け
た

建
設
産
業
の
発
展
へ
Ｄ
Ｘ
が
果
た
す

役
割
は
大
き
い
。

DXを活用し
　  飛躍する建設産業
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防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
進
展
は
、
災
害
が
激
甚
化
、
頻
発
化
し
た
現
在
、
ま
た
そ
の
加
速
化
も
予
見
さ

れ
る
将
来
に
向
け
て
も
大
き
く
期
待
さ
れ
る
も
の
。
２
０
１
８
年
度
に
ス
タ
ー
ト
し
た
３
か
年
緊
急
対
策
、
21
年

度
か
ら
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
よ
り
、
そ
の
効
果
が
実
感
で
き
た
と
の
声
が
あ
る
一
方
で
、
今
後
も
継
続
的
に

実
施
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ま
で
の
対
策
と
銘
打
っ
た
事
業
は
、
予
算
の
大
枠
な
ど
閣
議
決
定
に

よ
り
決
ま
っ
て
い
る
が
、
法
定
化
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
、
地
方
自
治
体
か
ら
は
、
後
半
に
入
る
５

か
年
加
速
化
対
策
の
次
へ
の
危
惧
が
大
き
か
っ
た
。
そ
う
い
っ
た
流
れ
の
中
、
先
の
通
常
国
会
で
議
員
立
法
に
よ

り
「
強
く
し
な
や
か
な
国
民
生
活
の
実
現
を
図
る
た
め
の
防
災
・
減
災
等
に
資
す
る
国
土
強
靱
化
基
本
法
」
が
改

正
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
政
府
が
３
か
年
、
５
か
年
対
策
に
該
当
す
る
中
期
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が
位
置
付
け

ら
れ
、
継
ぎ
目
な
く
次
期
計
画
に
移
行
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

強
靱
化�

�

基
本
法
改
正

　

必
要
な
事
前
防
災
、
減

災
、
迅
速
な
復
旧
復
興
に
資

す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
計

画
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
重

要
な
こ
と
か
ら
、
大
規
模
自

然
災
害
等
か
ら
国
民
の
生

命
、
身
体
、
財
産
の
保
護
等

に
向
け
、
国
土
強
靱
化
基
本

計
画
を
策
定
し
て
実
行
し
て

き
た
。
基
本
計
画
は
法
律
で

策
定
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
手
続
き
と
し
て

は
閣
議
決
定
の
み
と
さ
れ
て

き
た
３
か
年
や
５
か
年
の
対

策
事
業
に
つ
い
て
も
「
国
土

強
靱
化
実
施
中
期
計
画
の
策

定
」
と
し
て
法
改
正
で
政
府

に
よ
り
定
め
る
こ
と
が
位
置

付
け
ら
れ
た
。
そ
の
内
容
は

①
計
画
期
間
②
計
画
期
間
内

に
実
施
す
べ
き
施
策
の
内

容
・
目
標
③
施
策
の
進
捗
状

況
、
財
政
状
況
等
を
踏
ま

え
、
②
の
う
ち
そ
の
推
進
が

特
に
必
要
と
な
る
施
策
の
内

容
・
事
業
規
模
―
と
し
て
い

る
。国

土
強
靱
化�

�

推
進
会
議

　

国
土
強
靱
化
基
本
法
の
改

正
で
盛
り
込
ま
れ
た
組
織

で
、
国
土
強
靱
化
基
本
計

画
、
実
施
中
期
計
画
の
案
を

作
成
す
る
時
に
意
見
を
聞
く

と
さ
れ
る
。

　

今
夏
の
決
定
を
目
指
し
て

昨
年
の
秋
以
降
、
新
た
な
基

本
計
画
の
検
討
を
進
め
て
き

て
お
り
、
20
日
に
は
推
進
会

議
と
し
て
初
の
会
合
を
行

い
、
基
本
計
画
案
、
年
次
計

画
２
０
２
３
案
を
了
承
し
て

い
る
。新

た
な�

　

国
土
強
靱
化�

�

基
本
計
画

　

基
本
計
画
は
、
関
係
各
府

省
が
毎
年
、
国
土
強
靱
化
関

係
予
算
を
要
求
す
る
上
で
基

本
と
な
る
も
の
。
22
年
10
月

の
国
土
強
靱
化
推
進
本
部

（
本
部
長
・
岸
田
文
雄
総
理
）

か
ら
、
新
た
な
基
本
計
画
を

次
期
国
土
形
成
計
画
と
一
体

と
し
23
年
夏
を
目
途
に
改
定

す
る
よ
う
指
示
が
あ
り
検
討

が
本
格
化
し
た
。
４
月
の
推

進
本
部
で
は
、
脆
弱
性
評
価

の
結
果
と
新
た
な
国
土
強
靱

化
基
本
計
画
骨
子
を
了
承
。

次
期
基
本
計
画
の
要
旨
を
骨

太
の
方
針
２
０
２
３
に
反
映

さ
せ
て
い
る
。

年
次
計
画�

�

２
０
２
３

　

国
土
強
靱
化
年
次
計
画
は

当
該
年
度
に
取
り
組
む
べ
き

　

５
か
年
加
速
化
対
策
も
踏

ま
え
、
国
土
強
靱
化
年
次
計

画
２
０
２
３
案
に
位
置
付
け

ら
れ
た
23
年
度
に
取
り
組
む

べ
き
主
要
施
策
は
次
の
通

り
。

〇
あ
ら
ゆ
る
自
然
災
害
に
対

し
、
直
接
死
を
最
大
限
防
ぐ

【
国
交
・
農
水
・
財
務
】
流

域
治
水
対
策（
河
川
、ダ
ム
、

下
水
道
、
砂
防
、
海
岸
、
農

業
水
利
施
設
の
整
備
、
水
田

の
貯
留
機
能
向
上
、
国
有
地

を
活
用
し
た
遊
水
地
・
貯
留

施
設
の
整
備
加
速
）

【
国
交
】
河
川
管
理
施
設
・

砂
防
設
備
等
の
老
朽
化
対
策

【
国
交
】
河
川
、
砂
防
分
野

に
お
け
る
施
設
維
持
管
理
、

操
作
の
高
度
化
対
策

【
農
水
・
国
交
】
地
震
・
津

波
・
高
潮
等
に
備
え
た
海
岸

堤
防
等
の
整
備
、
海
岸
保
全

施
設
の
戦
略
的
な
維
持
管
理

の
推
進
、
海
岸
の
侵
食
対
策

【
農
水
・
国
交
】
気
候
変
動

を
踏
ま
え
た
治
水
計
画
等
の

見
直
し

【
国
交
】
立
地
適
正
化
計
画

の
強
化
、
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ

高
度
化
及
び
適
切
な
利
活
用

の
推
進

【
農
水
・
国
交
・
環
境
】
盛

土
に
よ
る
災
害
の
防
止

【
国
交
】
Ｉ
Ｃ
Ｔ
・
デ
ー
タ
・

新
技
術
等
を
活
用
し
た
災
害

対
策
の
構
築

【
農
水
】
た
め
池
の
ハ
ー
ド

及
び
ソ
フ
ト
対
策
の
推
進

【
国
交
】
密
集
市
街
地
等
の

改
善
に
向
け
た
対
策
の
推
進

【
国
交
】
電
柱
倒
壊
リ
ス
ク

が
あ
る
市
街
地
等
の
緊
急
輸

送
道
路
の
無
電
柱
化
対
策

〇
救
助
・
救
急､

医
療
活
動

が
迅
速
に
行
わ
れ
る
と
と
も

に
、
被
災
者
等
の
健
康
・
避

難
生
活
環
境
を
確
実
に
確
保

す
る
こ
と
に
よ
り
、
関
連
死

を
最
大
限
防
ぐ

【
内
閣
府
】
個
別
避
難
計
画

作
成
の
促
進

【
厚
労
】
災
害
拠
点
病
院
等

の
自
家
発
電
設
備
・
給
水
設

備
の
強
化
、
救
命
救
急
セ
ン

タ
ー
等
の
非
常
用
通
信
設
備

の
強
化
等

【
文
科
】
学
校
施
設
等
の
避

難
所
と
し
て
の
防
災
機
能
の

強
化
等
の
普
及
・
啓
発

【
総
務
】
消
防
団
を
中
核
と

し
た
地
域
防
災
力
の
充
実
強

化

〇
必
要
不
可
欠
な
行
政
機
能

を
確
保
す
る

【
内
閣
府
】
総
合
防
災
訓
練

大
綱
に
基
づ
く
総
合
防
災
訓

練
の
実
施

【
内
閣
府
】
国
と
地
方
の
防

災
を
担
う
人
材
の
育
成

【
警
察
】
警
察
施
設
の
耐
災

害
性
の
強
化

【
国
交
】
防
災
・
減
災
及
び

災
害
対
応
に
資
す
る
地
理
空

間
情
報
の
整
備
、
活
用
、
共

有
の
推
進

【
総
務
】
災
害
対
策
本
部
設

置
庁
舎
に
お
け
る
非
常
用
電

源
の
確
保 

〇
経
済
活
動
を
機
能
不
全
に

陥
ら
せ
な
い

【
国
交
】港
湾
施
設
の
耐
震
・

耐
波
性
能
等
の
強
化
や
関
連

す
る
技
術
開
発

【
国
交
】
航
路
標
識
の
耐
災

害
性
強
化
対
策
（
海
水
侵
入

防
止
対
策
、
電
源
喪
失
対

策
、
監
視
体
制
強
化
対
策
及

び
信
頼
性
向
上
対
策
）

〇
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
、
電

力
等
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
、
燃
料

供
給
関
連
施
設
、
交
通
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
等
の
被
害
を
最
小

限
に
と
ど
め
る
と
と
も
に
、

早
期
に
復
旧
さ
せ
る

【
環
境
】
災
害
・
停
電
時
に

役
立
つ
避
難
施
設
防
災
拠
点

の
再
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
設
備
・

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
等

の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
に
関
す
る
対
策

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度

化
対
策
（
被
害
状
況
把
握
の

効
率
化
・
情
報
集
約
の
高
度

化
）

【
内
閣
府
】
ス
マ
ー
ト
防
災

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

【
内
閣
府
】
準
天
頂
衛
星
シ

ス
テ
ム
を
活
用
し
た
防
災
機

能
の
強
化

【
総
務
】
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
フ

ラ
の
強
靱
化

【
経
産
・
国
交
・
環
境
】
脱

炭
素
か
つ
、
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

性
の
高
い
建
築
物
に
対
す
る

支
援

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の
耐
震

対
策

【
国
交
】
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
機
能
強
化
対
策

【
経
産
】
強
靱
か
つ
持
続
可

能
な
電
気
供
給
体
制
の
確
立

【
厚
労
】
水
道
施
設
の
耐
災

害
性
強
化
対
策
等
の
推
進

【
農
水
・
国
交
】
集
落
排
水

施
設
の
耐
震
化
、
下
水
道
施

設
の
耐
震
、
耐
津
波
対
策

【
国
交
】
道
路
、
鉄
道
の
斜

面
崩
落
防
止
対
策

主
要
施
策
を
ま
と
め
る
も

の
。
定
量
的
な
指
標
で
進
捗

を
管
理
し
て
い
る
。
現
行
の

５
か
年
加
速
化
対
策
の
進
捗

管
理
を
み
る
と
、
閣
議
決
定

時
の
事
業
規
模
が
お
お
む
ね

15
兆
円
程
度
。
こ
の
事
業
費

は
財
政
投
融
資
の
活
用
や
民

間
事
業
者
等
に
よ
る
事
業
を

含
む
も
の
で
、
国
費
は
お
お

む
ね
７
兆
円
台
半
ば
と
さ
れ

る
。
３
年
目
と
な
る
23
年
度

ま
で
に
事
業
規
模
は
約
９
・

９
兆
円
、
う
ち
国
費
約
５
兆

円
を
確
保
し
て
い
る
。

国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理 経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化
防災インフラ（河川・ダム、砂防・治山、海岸等）の充実・強化を図り予防
保全により適切に維持管理する

交通（道路、鉄道、空港、港湾等）、通信、エネルギーなどのライフライン
を強化し、かつ代替性を確保する

①被害を最小に抑え、地域経済を支える防災インフラの整備
◦�河川・ダム、砂防・治山、海岸等における計画的な事前防災、改良復旧など
◦�ダムによる洪水調節と水力発電の両機能を最大化するとともに地域振興に
も資する「ハイブリッドダム」の取組
②予防保全型メンテナンスへの本格転換など防災インフラ施設の老朽化対策
◦ライフサイクルコストの低減や広域的・戦略的なインフラマネジメント
③既存の防災インフラにおける操作の高度化・効率化
◦ダムの事前放流など、より一層の操作の高度化・効率化
④避難所としても活用される学校施設等の環境改善・防災機能の強化
◦地域コミュニティの災害対応の拠点でもある小中学校施設の環境改善
⑤自然環境が有する多様な機能(グリーンインフラ)の活用
⑥�建設・医療を始め国土強靱化に携わるあらゆる人材の育成、防災体制・機
能の拡充・強化

①壊滅的な損害を受けない耐災害性の高い構造物補強
◦地震発生時に直接死を可能な限り軽減させる適切な設計・施工・維持管理
②人員の避難・物資輸送の強化・複数経路の確保・防災拠点の整備
◦孤立集落の発生を防ぐ代替経路の整備
◦「全国的な回廊ネットワーク」、「日本中央回廊」の形成
③予防保全型メンテナンスへの本格転換などライフライン施設の老朽化対策
◦ライフサイクルコストの低減や広域的・戦略的なインフラマネジメント
④災害発生時にも安定的な通信サービスを可能な限り確保
◦携帯端末用の通信施設の自家発電の完備、必要な燃料の備蓄・調達
⑤�災害や海外情勢の変化にも強靱なエネルギー・食料の安全保障と水の安
定供給

◦�再生可能エネルギーや蓄電池等の導入、輸入・備蓄による食料の確保と
供給体制の充実

◦農業・工業・生活用水におけるシステムの改善、施設の強靱化
デジタル等新技術の活用による
国土強靱化施策の高度化　　　

災害時における事業継続性確保を
始めとした官民連携強化　　　　 地域における防災力の一層の強化

デジタル技術を含めて積極的に新技
術を活用し、災害対応力の向上など、
国土強靱化施策の高度化を図る

サプライチェーンの強靱化も含め、
災害が発生しても民間経活動が継続
できるよう官民の連携を図る

地域の特性に応じて、国民一人一人の多様性を踏まえた、地域コミュニテ
ィの強靱化など、地域防災力の向上を図る

①�線状降水帯の予測精度向上等により
気象予測等の課題をデジタルで克服

②�事前防災・地域防災に必要な情報の
創出・確度向上・デジタルでの共有
③�被災者の救援救護や災害時の住民
との情報共有にデジタル（ロボッ
ト・ドローン・AI等）を最大限活用
④�災害時における個人確認の迅速化・
高度化
⑤�デジタルを活用した地方の安全・
安心の確保
⑥�災害時にもデータを失うことがな
いよう分散管理
⑦�デジタルを活用した交通・物流ネ
ットワークの確保
⑧�その他様々な地域の課題をデジタ
ルで解決

①�国内におけるサプライチェーンの
複線化や工場等の分散など災害等
に強い産業構造

②�民間施設でも早期に強靱な構造物
へ補強等が可能な支援

③�民間施設においても適切な情報伝
達と早期避難が可能な支援

④�非常電源設備を始め民間施設のラ
イフライン確保へ支援

⑤�防災投資や民間資金活用・公共性
の高い民間インフラの維持管理な
ど官民連携の強化

⑥�企業体としての社員に対する防災
教育の充実

⑦医療の事業継続性確保の支援
⑧�大規模災害時における遺体の埋火
葬の実施体制の確保

①避難生活における災害関連死の最大限防止
②地域一体となった人とコミュニティのレジリエンスの向上
③地元企業やNPO等の多様な市民セクターの参画による地域防災力の向上
④ＤＥＩ（多様性・公平性・包摂性）の観点を踏まえたＳＤＧｓとの協調
⑤男女共同参画・女性の視点に立った防災・災害対応・復旧復興の推進
⑥高齢者・障害者・こども等の要配慮者へのデジタル対応を含めた支援
⑦�若者から高齢者まで幅広い年齢層における防災教育・広報と要配慮者を
含めた双方向のコミュニケーション

⑧外国人も含めた格差のない情報発信・伝達
⑨地域の貴重な文化財を守る防災対策と地域独自の文化や生活様式の伝承
⑩地域特性を踏まえた教育機関や地域産業との連携
⑪�国際社会との連携による被災地域の早期復興と「仙台防災枠組2015-
2030」に基づく国際社会への貢献

⑫近傍／遠距離の地方公共団体の交流等を通じた被災地相互支援の充実
⑬国土強靱化地域計画の再チェックとハード・ソフト両面の内容の充実

新たに打ち出す5本柱【基本的な方針】

７
月
の
熊
本
豪
雨
か
ら
３
年

の
節
目
を
迎
え
ま
し
た
。
復

興
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進

む
一
方
、
今
月
も
九
州
な
ど

に
お
け
る
線
状
降
水
帯
の
発

生
や
秋
田
県
に
お
い
て
記
録

的
な
大
雨
が
降
る
な
ど
全
国

各
地
で
梅
雨
前
線
に
伴
う
大

雨
に
よ
る
被
害
が
発
生
し
て

お
り
ま
す
。

　

こ
と
し
は
関
東
大
震
災
か

ら
１
０
０
年
の
節
目
に
あ
た

り
ま
す
。
震
災
や
火
山
噴
火

な
ど
の
自
然
災
害
を
含
め
、

防
災
・
減
災
、国
土
強
靱
化
の

施
策
を
強
力
に
進
め
て
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
改
め

て
認
識
し
て
い
ま
す
。

　

強
靱
化
の
推
進
に
あ
た
っ

て
は
、
中
長
期
的
な
見
通
し

に
基
づ
き
施
策
を
引
き
続
き

計
画
的
か
つ
着
実
に
進
め
て

欲
し
い
と
全
国
の
地
方
自
治

体
な
ど
か
ら
強
い
要
望
が
あ

り
ま
し
た
。
そ
う
い
っ
た
声

を
受
け
て
、
先
の
通
常
国
会

で
議
員
立
法
に
よ
り
国
土
強

靱
化
基
本
法
の
改
正
が
賛
成

多
数
で
成
立
し
た
と
こ
ろ
で

す
。
こ
れ
ま
で
本
年
夏
を
目

途
に
新
た
な
国
土
強
靱
化
基

本
計
画
を
策
定
す
る
よ
う
に

と
の
岸
田
総
理
の
指
示
を
受

け
、
昨
年
10
月
か
ら
ナ
シ
ョ

ナ
ル
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
懇
談
会

で
議
論
を
進
め
て
き
ま
し
た

が
、
本
日
か
ら
改
正
法
に
基

づ
く
国
土
強
靱
化
推
進
会
議

に
格
上
げ
し
た
形
で
議
論
を

開
始
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
ま
で
以
上
に
多
く

の
方
に
注
目
さ
れ
て
く
る
も

の
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

本
日
は
新
た
な
国
土
強
靱

化
基
本
計
画
お
よ
び
年
次
計

画
２
０
２
３
の
最
終
的
な
案

を
提
示
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

す
。
委
員
に
は
最
終
的
な
確

認
に
加
え
、
計
画
策
定
後
の

取
り
組
み
の
実
施
に
向
け
忌

憚
の
な
い
意
見
を
い
た
だ
く

よ
う
お
願
い
す
る
。

　

谷
公
一
国
土
強
靱
化
担
当

大
臣
は
20
日
に
開
か
れ
た
第

１
回
国
土
強
靱
化
推
進
会
議

冒
頭
、あ
い
さ
つ
を
行
っ
た
。

◇　
　
　

◇

　

平
成
30
年
７
月
の
西
日
本

豪
雨
か
ら
５
年
、
令
和
２
年

継
ぎ
目
な
く
中
期
計
画
へ

第
１
回
推
進
会
議
で
議
論
行
う

リ
ア
か
ら
の
移
転
の
促
進

【
文
科
】
学
校
施
設
等
の
耐

震
化
・
老
朽
化
対
策
、
防
災

機
能
強
化
の
推
進

【
国
交
】
防
災
気
象
情
報
の

谷
担
当
大
臣

年
次
計
画
2023
概
要

基本法改正で新たな段階に国土強靱化

第１回推進会議

推
進
会
議
で

あ
い
さ
つ



2023年（令和 5年）7月31日（月曜日）（3） 日 本 工業経済新聞

◎国土交通審議官
榊真一（さかき・しんいち）。
88年東大法学部卒、建設省採
用。建設省大臣官房人事課長補
佐、茨城県副知事、国交省都市
局都市計画課長、大臣官房審議
官（都市局担当）、大臣官房総

括審議官、都市局長を経て2021年7月から内閣
府政策統括官（防災担当）。1964年12月19日生
まれ。鹿児島県出身。

◎大臣官房長
寺田吉道（てらだ・よしみち）。
89年東京大学法学部卒、運輸省採
用。国交省航空局管制保安部保安
企画課長、大臣官房広報課長、新
潟県副知事、国交省大臣官房審議
官（総合政策局、鉄道局、観光庁

担当）、大臣官房公共交通・物流政策審議官を経て
2023年6月から鉄道建設・運輸施設整備支援機構副
理事長。1965年12月12日生まれ。岐阜県出身。

◎不動産・建設経済局長
塩見英之（しおみ・ひでゆき）。
90年早稲田大学政治経済学部
卒、建設省採用。国交省建設市
場整備課労働資材対策室長、内
閣官房内閣参事官、国交省大臣
官房付、土地・建設産業局総務

課長、水管理・国土保全局次長、大臣官房審議
官（住宅局担当）を経て2022年7月から住宅局
長。1966年8月17日生まれ。兵庫県出身。

◎住宅局長
石坂聡（いしざか・さとし）。
89年東京大学工学部卒、建設省
採用。与野市理事、厚生省老人
保健福祉局老人福祉振興課長補
佐、国交省住宅局住宅生産課建
築環境企画室長、住宅局安心居

住推進課長、住宅局住宅生産課長を経て2021年
7月から大臣官房審議官（住宅局担当）。1967年
1月28日生まれ。東京都出身。

◎航空局長
平岡成哲（ひらおか・しげの
り）。89年東京大学法学部卒、
運輸省採用。国交省鉄道局総務
課特定監理業務室課長補佐、海
事局総務課企画室長、航空局航
空ネットワーク部航空事業課

長、観光庁総務課長、航空局航空ネットワーク
部長、大臣官房総括審議官、2022年6月から国
際統括官。1967年1月31日生まれ。東京都出身。

◎事務次官
和田信貴（わだ・のぶたか）。
1982年東大法学部卒、建設省採
用。国交省総合政策局政策課政
策調査官、国土計画局大都市圏
計画課長、国土計画局広域地方
整備政策課長、都市局都市計画

課長、大臣官房審議官（都市局担当）、住宅局長、
総合政策局長を経て2022年6月から国土交通審
議官。1964年1月19日生まれ。長野県出身。

◎国土交通審議官
上原淳（うえはら・あつし）。
87年東大経済学部卒、運輸省採
用。国交省自動車交通局貨物課
長、大臣官房参事官（近畿圏・
中部圏空港担当）、総合政策局
公共交通政策部交通計画課長、

観光庁総務課長、大臣官房総務課長、海上保安
庁次長を経て2020年7月から鉄道局長。1964年6
月19日生まれ。兵庫県出身。

◎総合政策局長
長橋和久（ながはし・かずひ
さ）。89年京都大学農学部卒、
建設省採用。国交省土地・建設
産業局不動産業課長・不動産市
場整備課長（併任）、大臣官房参
事官（人事担当）、大臣官房人事

課長、大臣官房総務課長、道路局次長、大臣官
房総括審議官を経て2021年7月から不動産・建
設経済局長。1966年3月23日生まれ。愛媛県出身。

◎水管理・国土保全局長
廣瀬昌由（ひろせ・まさよし）。
90年京都大学大学院工学研究科
修了、建設省採用。国交省河川
局治水課長補佐、水管理・国土
保全局河川計画課長（併）内閣
官房副長官補付（命）内閣官房

水循環政策本部事務局参事官、大臣官房技術審
議官を経て2022年6月から関東地方整備局長。
1965年9月8日生まれ。京都府出身。

◎港湾局長
稲田雅裕（いなだ・まさひろ）。
90年九州大学大学院工学研究科
修士課程修了、運輸省採用。国
交省港湾局計画課長補佐、港湾
局計画課計画企画官、港湾局計
画課長補佐、港湾局計画課企画

室長、港湾局技術企画課長、東北地方整備局長
を経て2022年6月から中部地方整備局長。1965
年9月3日生まれ。長崎県出身。

国土交通省の新たな幹部 国土交通省の７月４日付人事異動に伴う
主要幹部の略歴は次の通り。※敬称略

　

国
土
交
通
省
は
７
月
４
日

付
で
幹
部
人
事
異
動
を
発

令
。
藤
井
直
樹
・
事
務
次
官

が
退
職
し
、
後
任
に
は
和
田

信
貴
（
わ
だ
・
の
ぶ
た
か
）

国
土
交
通
審
議
官
が
就
任
し

た
。
吉
岡
幹
夫
・
技
監
は
留

任
と
な
っ
た
。

　

和
田
氏
は
１
９
８
７
年
東

京
大
学
法
学
部
卒
、
建
設
省

採
用
。
国
交
省
国
土
計
画
局

大
都
市
圏
計
画
課
長
、
大
臣

官
房
審
議
官
（
都
市
局
担

当
）、
道
路
局
次
長
、
住
宅

局
長
、
総
合
政
策
局
長
な
ど

を
経
て
２
０
２
２
年
６
月
か

ら
国
土
交
通
審
議
官
。
59

歳
。
長
野
県
出
身
。

　

国
土
交
通
審
議
官
は
水
嶋

智
氏
が
留
任
で
２
人
が
交

代
。
和
田
氏
の
後
任
は
榊
真

一
・
内
閣
府
政
策
統
括
官（
防

災
担
当
）、
林
俊
行
氏
の
後

任
に
上
原
淳
・
鉄
道
局
長（
７

月
11
日
発
令
）
が
就
任
し
て

い
る
。

　

大
臣
官
房
長
は
、
寺
田
吉

道
・
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設

整
備
支
援
機
構
副
理
事
長
が

着
任
し
た
。

　

新
た
な
総
合
政
策
局
長
は

長
橋
和
久
・
不
動
産
・
建
設

経
済
局
長
、後
任
の
不
動
産
・

建
設
経
済
局
長
に
塩
見
英
之

住
宅
局
長
、
水
管
理
・
国
土

保
全
局
長
は
廣
瀬
昌
由
・
関

東
地
方
整
備
局
長
、
住
宅
局

長
に
石
坂
聡
・
大
臣
官
房
審

議
官
（
住
宅
）、
鉄
道
局
長

へ
村
田
茂
樹
・
内
閣
府
総
合

海
洋
政
策
推
進
事
務
局
長

（
７
月
11
日
発
令
）、
自
動

車
局
長
は
鶴
田
浩
久
・
大
臣

官
房
公
共
交
通
・
物
流
政
策

審
議
官
、
海
事
局
長
に
海
谷

厚
志
・
運
輸
総
合
研
究
所
主

席
研
究
員
、
港
湾
局
長
へ
稲

田
雅
裕
・
中
部
地
方
整
備
局

長
、航
空
局
長
は
平
岡
成
哲
・

国
際
統
括
官
が
そ
れ
ぞ
れ
就

任
し
た
。

　

な
お
、
木
村
実
・
国
土
政

策
局
長
、
天
河
宏
文
・
都
市

局
長
、
丹
羽
克
彦
・
道
路
局

長
、
橋
本
幸
・
北
海
道
局
長

は
留
任
と
な
る
。

　

政
策
統
括
官
は
２
人
交
代

で
、
小
善
真
司
・
大
臣
官
房

審
議
官
（
総
合
政
策
）、
松

浦
克
巳
・
財
務
省
大
臣
官
房

付
（
７
月
11
日
発
令
）
が
就

く
。
国
際
統
括
官
は
田
中
由

紀
・
東
北
運
輸
局
長
に
代
わ

っ
た
。

　

斉
藤
鉄
夫
国
土
交
通
大
臣

は
幹
部
人
事
に
つ
い
て
現
下

の
状
況
を
踏
ま
え
、
総
合
的

　

建
設
業
労
働
災
害
防
止
協

会（
建
災
防
）は
７
月
３
日
、

明
治
神
宮
神
楽
殿
で
安
全
祈

願
祭
を
行
っ
た
。
１
日
よ
り

始
ま
っ
た「
全
国
安
全
週
間
」

に
合
わ
せ
、
建
設
業
界
の
安

全
を
祈
願
す
る
催
し
。
本
年

は
１
５
０
人
が
参
加
し
て
、

労
働
災
害
の
撲
滅
を
誓
っ

た
。

　

式
中
、
今
井
雅
則
会
長
は

神
前
で
「
関
係
者
の
熱
意
あ

る
安
全
衛
生
活
動
に
よ
り
、

労
働
災
害
は
長
期
的
に
は
減

少
傾
向
に
あ
る
が
未
だ
大
切

な
人
命
が
失
わ
れ
て
い
る
。

ま
た
頻
発
化
、
激
甚
化
す
る

天
災
に
対
し
、
速
や
か
な
復

興
・
復
旧
工
事
、
ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
の
整
備
な
ど
建
設
業
の

社
会
的
役
割
は
ま
す
ま
す
大

き
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

全
国
安
全
週
間
を
契
機
と

し
、
関
係
者
が
一
丸
と
な
っ

て
建
設
業
の
安
全
衛
生
水
準

の
向
上
と
働
き
や
す
い
職
場

環
境
の
形
成
を
目
指
し
て
い

く
」
と
安
全
祈
願
文
を
拝
読

し
た
。

　

安
全
祈
願
祭
の
結
び
に
当

た
り
、
松
井
隆
弘
副
会
長
は

「
建
設
業
界
で
は
現
場
管
理

者
、
技
能
労
働
者
の
高
齢
化

と
人
手
不
足
に
よ
り
労
働
災

害
の
件
数
が
近
年
増
加
し
て

い
る
。
社
会
を
支
え
る
大
切

な
役
割
を
担
う
た
め
、
日
々

業
務
を
続
け
て
い
る
大
切
な

仲
間
が
労
働
災
害
と
い
う
悲

惨
な
目
に
遭
う
こ
と
は
あ
っ

て
は
な
ら
な
い
。
全
国
安
全

週
間
を
機
に
、
皆
で
決
意
を

新
た
に
労
働
災
害
撲
滅
へ
活

動
を
行
い
た
い
」
と
参
加
者

に
呼
び
か
け
た
。

建
機
自
動
化
遠
隔
化

検
証
参
加
者
を
募
集

国
交
省

　

国
土
交
通
省
は
建
設
機
械

施
工
の
自
動
化
・
遠
隔
化
技

術
の
開
発
・
普
及
促
進
に
向

け
、
現
場
検
証
へ
の
参
画
希

望
企
業
を
募
集
す
る
。
標
準

的
な
安
全
ル
ー
ル
の
策
定
や

現
場
適
用
に
向
け
た
効
果
と

課
題
を
検
証
す
る
も
の
で
８

月
９
日
ま
で
受
け
付
け
て
い

る
。

　

応
募
資
格
は
民
間
企
業

等
、
大
学
・
高
等
専
門
学
校

等
、
研
究
開
発
を
事
業
目
的

に
持
つ
、
一
般
社
団
法
人
、

一
般
財
団
法
人
、
公
益
社
団

法
人
や
公
益
財
団
法
人
。
現

場
検
証
は
、
10
月
以
降
に
実

施
す
る
計
画
で
進
め
る
。

　

国
土
交
通
省
は
、
次
年
度

の
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価

を
決
め
る
た
め
毎
年
10
月
に

行
う
公
共
事
業
労
務
費
調
査

に
つ
い
て
、
関
係
建
設
業
団

体
へ
周
知
・
協
力
を
通
知
し

た
。
本
年
度
か
ら
オ
ン
ラ
イ

ン
調
査
の
本
格
運
用
を
開

始
。
ま
た
、
新
た
な
調
査
項

目
に
▽
男
性
育
児
休
養
の
取

得
状
況
▽
イ
ン
フ
レ
手
当
―

に
関
し
て
を
追
加
し
た
。
な

お
、
棄
却
率
の
改
善
や
賃
金

水
準
の
正
確
な
把
握
の
徹
底

に
関
し
て
の
要
請
も
行
っ
て

い
る
。

　

労
務
費
調
査
は
、
全
国
の

国
土
交
通
、
農
林
水
産
省
な

ど
の
公
共
工
事
か
ら
10
月
に

施
工
中
の
１
件
当
た
り
１
０

０
０
万
円
以
上
の
工
事
を
対

象
に
約
１
万
工
事
を
調
査
対

象
と
し
て
無
作
為
抽
出
（
技

能
労
働
者
数
約
11
万
人
）
し

て
実
施
。
対
象
工
事
に
従
事

す
る
技
能
労
働
者
の
賃
金
を

積
算
で
使
用
す
る
51
職
種
に

分
類
し
、
都
道
府
県
別
に
把

握
す
る
。
10
月
分
の
賃
金
が

対
象
だ
が
、
標
本
が
少
な
い

38
職
種
は
９
月
分
の
賃
金
支

払
い
実
態
も
調
べ
る
。

　

調
査
方
法
に
つ
い
て
は
、

22
年
度
調
査
の
試
行
結
果
を

踏
ま
え
、
調
査
票
な
ど
の
提

出
・
管
理
・
審
査
を
シ
ス
テ

ム
上
で
行
う
オ
ン
ラ
イ
ン
調

査
の
本
格
運
用
を
開
始
す

る
。
た
だ
し
、
書
面
調
査
と

双
方
の
対
応
を
可
能
と
し
、

22
年
度
同
様
に
一
部
で
対
面

調
査
も
残
す
形
式
と
し
た
。

　

調
査
の
追
加
項
目
と
な
る

男
性
の
育
休
は
、
21
年
６
月

に
育
児
・
介
護
休
業
法
が
改

正
さ
れ
22
年
４
月
１
日
か
ら

段
階
的
に
施
行
。
男
女
と
も

に
仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援

が
推
進
さ
れ
て
い
る
こ
と
が

ポ
イ
ン
ト
。
今
回
の
調
査
か

ら
、
男
性
の
育
児
休
暇
の
取

得
状
況
の
実
態
を
把
握
す

る
。

　

も
う
一
つ
の
イ
ン
フ
レ
手

当
に
関
し
て
は
、
昨
今
の
急

激
な
物
価
上
昇
を
背
景
に
、

従
業
員
の
生
活
支
援
を
目
的

に
支
給
さ
れ
る
事
例
が
増
え

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
の

も
の
。
支
給
実
態
を
把
握
す

る
。

　

調
査
で
無
効
標
本
の
存
在

が
問
題
に
な
っ
て
い
る
。
せ

っ
か
く
回
答
し
て
も
「
就
業

規
則
に
定
め
る
所
定
労
働
時

間
が
法
定
の
週
40
時
間
以
内

で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
な

い
」「
調
査
票
へ
の
記
入
の

根
拠
と
な
る
資
料
が
な
い
」

な
ど
の
理
由
で
棄
却
さ
れ
て

し
ま
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、

元
請
、
下
請
企
業
に
は
、
確

認
で
き
る
資
料
な
ど
を
提
示

で
き
る
よ
う
依
頼
し
て
い

る
。

　

ま
た
、
現
場
で
働
く
技
能

労
働
者
全
て
が
調
査
対
象
と

な
る
た
め
、
一
人
親
方
も
調

査
票
を
作
成
す
る
こ
と
や
、

賃
金
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い

な
い
退
職
金
等
、
不
定
期
の

賃
金
も
遺
漏
な
き
よ
う
正
確

な
記
入
を
求
め
て
い
る
。

法
定
福
利
費
な
ど

３
万
者
調
査
開
始

国
交
省

　

国
土
交
通
省
は
建
設
業
許

可
業
者
か
ら
無
作
為
抽
出
し

た
３
万
者
を
対
象
と
す
る
社

会
保
険
加
入
と
賃
金
の
状
況

等
に
関
す
る
調
査
を
実
施
し

た
。
結
果
か
ら
法
定
福
利
費

を
内
訳
明
示
し
た
見
積
書
の

提
出
、
法
定
福
利
費
の
受
け

取
り
状
況
は
、
公
共
・
民
間

発
注
と
も
下
請
次
数
が
増
え

る
た
び
数
字
が
悪
く
な
っ
て

い
る
。
ま
た
、
請
負
代
金
内

訳
書
で
の
法
定
福
利
費
明
示

は
、
公
共
６
割
、
民
間
４
割

で
行
わ
れ
て
お
り
、
公
共
に

絞
っ
て
み
る
と
市
区
町
村
は

半
数
程
度
し
か
行
っ
て
い
な

い
状
況
が
分
か
っ
た
。

　

調
査
は
昨
年
11
～
12
月
に

行
わ
れ
た
も
の
。

に
勘
案
し
適
材
適
所
の
人
事

が
で
き
た
と
思
う
と
評
価
。

国
民
の
安
全
安
心
の
確
保
、

社
会
経
済
活
動
の
確
実
な
回

復
と
経
済
好
循
環
の
加
速
拡

大
、
豊
か
で
活
力
あ
る
地
方

づ
く
り
と
分
散
型
の
国
づ
く

り
を
積
極
的
に
推
進
す
る
た

め
、
住
宅
局
長
、
総
合
政
策

局
長
な
ど
を
歴
任
し
、
国
土

交
通
行
政
全
般
に
幅
広
く
精

通
す
る
和
田
信
貴
国
土
交
通

審
議
官
を
任
命
し
た
と
説
明

し
た
。

明
治
神
宮
で
安
全
祈
願

全
国
安
全
週
間
に
合
わ
せ
て

建 災 防

男性育休なども対象

公共事業労務費調査始まる

国 交 省

事
務
次
官
に
和
田
信
貴
氏

７
月
４
日
付
で
幹
部
人
事
発
令

国　交　省

建
設
業
界

最
近
の
話
題

祈願文を読み上げる今井会長
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こ
の
た
び
優
秀
工
事
お
よ
び

優
秀
業
務
を
受
賞
さ
れ
た
こ

と
、
誠
に
お
め
で
と
う
ご
ざ
い

ま
す
。
関
東
支
社
優
秀
工
事
等

表
彰
は
弊
社
の
高
速
道
路
事
業

の
一
翼
を
担
い
、
技
術
の
発
展

に
貢
献
し
、
日
々
ご
尽
力
を
い

た
だ
い
て
い
る
会
社
、
技
術
者

の
方
々
を
顕
彰
す
る
も
の
で

す
。
受
賞
さ
れ
た
皆
さ
ま
の
ご

尽
力
に
深
く
敬
意
を
表
し
ま
す

と
と
も
に
、
心
よ
り
感
謝
を
申

し
上
げ
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
は
５

月
に
５
類
へ
分
類
変
更
さ
れ
ま

し
た
が
、
こ
の
約
３
年
間
で
、

わ
れ
わ
れ
の
生
活
様
式
や
働
き

方
、
仕
事
の
あ
り
方
は
大
き
く

変
化
し
、
企
業
活
動
も
数
々
の

制
約
を
受
け
ま
し
た
。
さ
ら
に

22
年
２
月
に
勃
発
し
た
ロ
シ

ア
・
ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
に
起
因

し
た
世
界
情
勢
の
混
乱
に
よ
る

物
価
高
騰
な
ど
、
わ
れ
わ
れ
を

取
り
巻
く
厳
し
い
環
境
が
続
い

て
い
ま
す
。

　

そ
う
し
た
状
況
の
中
、
皆
さ

ま
方
に
支
え
て

い
た
だ
き
、
昨

年
度
は
圏
央
道

の
４
車
線
化
事

業
で
一
部
区
間

の
開
通
な
ど
を

無
事
に
迎
え
ら

れ
た
ほ
か
、
耐
震
対
策
事
業
、

災
害
復
旧
事
業
、
舗
装
や
構
造

物
の
補
修
事
業
な
ど
も
的
確
に

進
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
会
で
は
５
月
31
日

に
高
速
道
路
の
老
朽
化
対
策
や

機
能
強
化
を
進
め
る
た
め
、
通

行
料
金
の
徴
収
期
間
を
２
１
１

５
年
ま
で
延
期
す
る
法
案
が
成

立
し
ま
し
た
。
私
ど
も
は
、
22

世
紀
ま
で
通
行
料
金
を
お
客
さ

ま
か
ら
頂
き
、
財
源
と
し
て
高

速
道
路
の
維
持
と
向
上
を
持
続

さ
せ
る
使
命
を
法
律
と
し
て
正

式
に
定
義
づ
け
ら
れ
た
と
考
え

て
い
ま
す
。

　

高
速
道
路
は
国
民
に
不
可
欠

な
イ
ン
フ
ラ
で
あ
り
、
24
時
間

３
６
５
日
、
安
全
安
心
快
適
便

利
な
高
速
道
路
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
社
会
的
使
命
を
皆
さ
ま

方
と
共
に
果
た
し
て
い
か
ね
ば

な
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
ま
す

ま
す
老
朽
化
が
進
む
高
速
道
路

の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
や
４
車
線
化
事
業
、
ミ
ッ
シ

ン
グ
リ
ン
ク
の
解
消
、
サ
ー
ビ

ス
エ
リ
ア
・
パ
ー
キ
ン
グ
エ
リ

ア
の
機
能
向
上
、
さ
ら
に
次
世

代
高
速
道
路
の
実
現
に
向
け
た

自
動
運
転
社
会
へ
の
対
応
な
ど

の
課
題
へ
取
り
組
ん
で
参
り
ま

す
。
皆
さ
ま
の
ご
支
援
と
ご
協

力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

21社の栄誉たたえる
　

東
日
本
高
速
道
路
関
東
支
社
は
６
月
16
日
、
２
０
２
３
年
度
優
秀
工
事
等
表
彰
式
を
さ
い
た
ま
市
内
の
支

社
会
議
室
で
開
催
し
た
。
支
社
長
表
彰
に
は
優
秀
工
事
７
社
、
安
全
管
理
優
秀
工
事
４
社
、
工
程
管
理
優
秀

工
事
４
社
、
優
秀
業
務
６
社
の
合
わ
せ
て
21
社
が
選
ば
れ
、
工
事
、
業
務
に
お
け
る
功
績
が
顕
彰
さ
れ
た
。

　

千
田
洋
一
支
社
長
は
「
こ
の
表
彰
は
高
速
道
路
事
業
の
一
翼
を
担
い
、
技
術
の
発
展
に
日
々
尽
力
し
て
い

た
だ
い
て
い
る
会
社
と
技
術
者
を
顕
彰
す
る
も
の
。
22
年
度
は
圏
央
道
４
車
線
化
事
業
の
一
部
開
通
や
出
流

原
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ
の
開
通
な
ど
を
無
事
に
迎
え
る
こ
と
が
で
き
た
。
関
東
支
社
管
内
は
高
い
技
術
を
求
め
ら

れ
る
工
事
、
設
計
業
務
が
数
多
く
あ
る
。
皆
さ
ま
の
高
度
な
技
術
力
に
引
き
続
き
大
い
に
期
待
さ
せ
て
い
た

だ
く
」
と
受
賞
者
を
た
た
え
た
。

　

受
賞
者
代
表
と
し
て
横
河
ブ
リ
ッ
ジ
の
中
村
譲
副
社
長
は
「
い
ず
れ
の
工
事
も
わ
れ
わ
れ
や
協
力
業
者
だ

け
で
工
事
が
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
東
日
本
高
速
道
路
の
方
々
、
工
事
関
係
部
署
の
皆
さ
ま
に
よ
る
支
援

と
指
導
の
た
ま
も
の
」
と
謝
辞
を
献
じ
た
。

優
秀
工
事
表
彰
者

安全安心快適便利な高速道路
東日本高速道路　執行役員関東支社長　千田洋一

～ 技 術 の 発 展 に 日 々 尽 力 ～

2023年度優秀工事等表彰 関東支社長表彰

受 賞 者 工建設株式会社
工 事 名 首都圏中央連絡自動車道　多古地区函渠工事
工 期 ２０２０年１０月８日～２０２２年１１月２６日
工事概要 首都圏中央連絡自動車道（大栄ＪＣＴ～松尾横芝ＩＣ間）新規建
設事業の先行工事として、函渠工（水路、人道）、軟弱地盤対策工（地盤改良、
圧密促進）を行った工事
受賞理由 新設事業の先行工事として、地域住民に配慮した迂回路の安全設
備の充実並びに花壇の設置や清掃活動など事業のイメージアップに寄与する
と共に、現場模型を用いた施工の可視化により作業員と意思疎通を図るなど、
安全管理及び品質管理に配慮し無事故無災害で工事を完成させたこと

受 賞 者 株式会社大林組　東京本店
工 事 名 上信越自動車道　香坂地区のり面補強工事
工 期 ２０２０年１１月６日～２０２２年１１月２７日
工事概要 上信越自動車道（碓氷軽井沢ＩＣ～佐久ＩＣ間）の香坂地区にお
ける盛土のり面に生じた変状（表層崩落及び地すべり）箇所ののり面補強を
行った工事
受賞理由 本線盛土に影響する地滑り箇所に対する動態監視システムの構築
と、抑止杭の早期施工によるリスクの低減を図ると共に、急峻な条件下ののり
面補強に当たり無人化機械施工の採用による労働災害リスクの削減を図るな
ど安全管理に努め品質管理にも配慮し無事故無災害で工事を完成させたこと

受 賞 者 株式会社ＮＩＰＰＯ　関東第二支店
工 事 名 東京湾アクアライン連絡道　東京湾アクアライン管理事務所管内
舗装補修工事
工 期 ２０２０年９月１６日～２０２２年６月２２日
工事概要 東京湾アクアライン管理事務所管内（東京湾アクアライン連絡道、
館山自動車道及び圏央道）における舗装補修、暫定二車線区間のワイヤーロ
ープの設置及び君津スマートＩＣの改良（前方退出路整備）を行った工事
受賞理由 実績のないランプ閉鎖を伴う舗装補修工や暫定二車線区間のワイ
ヤロープ設置工のほか、君津スマートＩＣ前方退出路整備工など多種多様な
施工に当たり、綿密な施工計画と迅速な体制構築により円滑な施工に努め、
安全管理及び品質管理に配慮し無事故無災害で工事を完成させたこと

受 賞 者 戸田建設株式会社　関東支店
工 事 名 東北自動車道　水深橋跨高速道路橋（ロッキング橋脚）耐震補強
工事
工 期 ２０１８年１０月１８日～２０２２年６月１６日
工事概要 東北自動車道（久喜ＩＣ～館林ＩＣ間）におけるロッキング橋脚
を有する橋梁（水深橋、立野橋、三俣橋、中通橋、内谷橋及び弥勒橋）の耐
震補強工を行った工事
受賞理由 重交通区間の狭隘な中央分離帯内で行う厳しい施工条件の中で、
仮設計画のパースを作成し可視化により作業員との共有を図ると共に、遠隔
監視カメラを設置し施工及び不安全行動等の監視体制の構築と現場指導に活
用するなど安全管理及び品質管理にも配慮し無事故無災害で工事を完成させ
たこと

受 賞 者 リバーランズエンジニアリング株式会社
工 事 名 関越自動車道　沼尾川橋橋梁補修工事
工 期 ２０１９年７月５日～２０２２年８月１７日
工事概要 関越自動車道（赤城ＩＣ～水上ＩＣ間）における沼尾川橋、棚下
橋、昭和ＩＣランプ橋、四釜川橋及び大峰橋の断面修復工及びはく落対策工
を行った工事
受賞理由 高所作業車の交通規制外へのはみ出し防止対策にレーザー墨出し
機を用いた施工境界線の見える化の工夫や、外国人就労者に対し母国語によ
る安全教育資料を用意し個別説明を実施するなど、労働安全衛生に努め無事
故無災害で工事を完成させたこと



2023年（令和 5年）7月31日（月曜日）（5） 日 本 工業経済新聞

安
全
・
工
程
管
理
優
秀
工
事
表
彰
者

優
秀
業
務
表
彰
者

～ 技 術 の 発 展 に 日 々 尽 力 ～

東日本高速道路関東支社
受 賞 者 大成ロテック株式会社　北関東支社
工 事 名 関越自動車道　嵐山地区舗装工事
工 期 ２０２０年１２月１１日～２０２２年７月２４日
工事概要 関越自動車道（嵐山小川ＩＣ～花園ＩＣ）上り線の渋滞対策事業

におけるゆずり車線整備区間（約2.7㎞）の舗装工を行った工事
受賞理由 重交通路線を拡幅する狭隘かつ長期に渡り夜間施工を要する条件

の中で、使用する全ての大型施工機械に照明を設置し作業員との接触事故防止
を講じると共に、切削機からの切削廃材の飛散対策シートの設置などお客さま
の安全確保並びに労働安全衛生に努め無事故無災害で工事を完成させたこと

受 賞 者 大和製衡株式会社
工 事 名 市原管理事務所管内　車重計設備更新工事
工 期 ２０２２年３月２９日～２０２３年２月２１日
工事概要 市原管理事務所管内の車重計設備の更新における既設設備の撤

去、機器製作、据付、配管配線及び試験調整等一連の施工を行った工事
受賞理由 第三者が往来する管理用敷地内にて地下構造の敷設に当たり、開口部

の二重の転落防止対策の実施や、密閉空間作業に準じた酸欠防止のための酸素
濃度管理の徹底など労働安全衛生に努め無事故無災害で工事を完成させたこと

受 賞 者 ジョイントロードサービス株式会社
工 事 名 関越自動車道　高崎管内中分防護柵改良工事
工 期 ２０２１年５月１５日～２０２３年３月５日
工事概要 関越自動車道（前橋ＩＣ～沼田ＩＣ間）における中央分離帯のガ

ードケーブルをガードレールへの改良を行った工事
受賞理由 他工事との施工調整による規制日数の制約が伴う条件の中で、近

接する埋設物に対する膨大な数の試掘に際しエアスコップとバキュームの活
用により大幅な作業効率化を図ると共に、施工体制も強化し規制日数を削減
するなど、事業全体の工程促進に寄与したこと

受 賞 者 株式会社秋山工務店
工 事 名 東北自動車道　佐野ＳＡ（下り線）トイレ改築工事
工 期 ２０２１年４月２３日～２０２３年２月２８日
工事概要 東北自動車道 佐野ＳＡ（下り線）におけるトイレ棟改築、身障

者用駐車ます上屋・二輪車用駐車場上屋・コリドールの新築及び都賀西方Ｐ
Ａ（上り線）におけるごみ仮置き場の新築を行った工事
受賞理由 複数工事が錯綜しかつ全体工程の遅れなど厳しい条件の中で、主

体的に関連受注者と綿密な調整を図り、支障物移転などクリティカルとなる
施工を優先的に実施し、事業全体の工程促進に寄与し運用開始目標の達成に
貢献したこと

受 賞 者 株式会社千代田コンサルタント
工 事 名 常磐自動車道　つくばみらいスマートＩＣ詳細設計
工 期 ２０２０年７月４日～２０２２年４月２４日
工事概要 常磐自動車道（谷和原ＩＣ～谷田部ＩＣ間）に新設するつくばみ

らいスマートＩＣの詳細設計を行った業務
受賞理由 平坦な地形に調整池を構築する厳しい条件の中で、ＵＡＶ測量を

活用した詳細な地形の把握と綿密な配置検討を踏まえ経済的かつ最適な規模
の調整池を設計すると共に、河川管理者との円滑な協議に資する資料を作成
するなど、迅速かつ確実に業務を実施したこと

受 賞 者 株式会社日本構造橋梁研究所
工 事 名 東京外環自動車道　美女木ＪＣＴランプ橋耐震補強基本設計（その２）
工 期 ２０２１年２月１６日～２０２２年４月２１日
工事概要 東京外環自動車道　美女木ＪＣＴランプ橋の耐震補強設計を行っ

た業務
受賞理由 過去の拡幅工事による部材増加に伴い複雑化した二層構造のラー

メン橋脚を、正確にモデル化し動的解析を行うと共に、キャパシティーデザ
インによる高度な手法を採用し耐震性能を向上させ補強量を抑えるなど、最
適な設計成果をまとめ迅速かつ確実に業務を実施したこと
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藤
川
会
長
か
ら
の
あ
い
さ
つ
に
続
き
、
叙

勲
受
章
者
、
国
家
褒
章
受
章
者
、
大
臣
表
彰

受
章
者
に
対
す
る
功
労
者
表
彰
、
全
管
連
表

彰
状
贈
呈
を
執
り
行
っ
た
。

　

来
賓
祝
辞
で
は
、
国
土
交
通
省
四
国
地
方

整
備
局
建
政
部
長
・
宮
武
一
郎
氏
、
厚
生
労

働
省
医
薬
・
生
活
衛
生
局
水
道
課
長
・
名
倉

良
雄
氏
が
登
壇
し
、
水
道
事
業
に
対
す
る
全

管
連
の
功
績
を
た
た
え
た
。

　

愛
媛
県
知
事
・
中
村
時
広
氏
、
松
山
市
副

市
長
・
藤
田
仁
氏
は
と
も
に
地
元
の
Ｐ
Ｒ
を

交
え
な
が
ら
、
歓
迎
の
言
葉
を
述
べ
た
。
参

議
院
議
員
・
足
立
敏
之
氏
か
ら
も
祝
辞
が
送

ら
れ
た
。

　

櫻
井
氏
を
議
長
に
選
任
し
、
令
和
５
年
度

ス
ロ
ー
ガ
ン
を
１
・
災
害
時
の
応
援
体
制
を

強
化
し
よ
う
、
１
・
目
指
そ
う
若
年
層
の
イ

メ
ー
ジ
Ｕ
Ｐ
・
発
信
し
よ
う
管
工
事
業
の
大

切
さ
、
１
・
未
来
を
託
す
若
者
が
希
望
を
持

っ
て
働
け
る
職
場
環
境
を
作
ろ
う
、
に
決
定

し
た
。

第63回通常総会・全国大会 in 愛媛県県民文化会館

対応踏まえ業界の発展目指す

　

通
常
総
会
で
は
、
令
和
５
年
度
事

業
計
画
と
し
て
、
全
管
連
組
織
見
直

し
の
対
応
、
水
道
行
政
の
移
管
へ
の

対
応
に
つ
い
て
、
令
和
５
年
度
通
常

総
会
・
全
国
大
会
等
の
開
催
を
３
つ

の
基
本
方
針
に
設
定
し
た
。

　

重
点
事
項
と
し
て
は
▽
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
へ
の
対
応
▽
建
設
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
更
な
る
普
及
と

活
用
促
進
に
つ
い
て
▽
水
道
配
水
管

工
事
に
係
る
受
注
拡
大
に
つ
い
て
▽

時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
へ
の
対
応

に
つ
い
て
▽
共
済
制
度
の
加
入
促
進

▽
業
界
Ｐ
Ｒ
お
よ
び
入
職
促
進
の
た

め
の
資
料
等
の
作
成
▽
建
設
工
事
に

お
け
る
安
全
衛
生
経
費
の
確
保
に
つ

い
て
▽
建
設
分
野
に
お
け
る
特
定
技

能
制
度
に
よ
る
外
国
人
材
の
受
け
入

れ
に
つ
い
て
▽
給
水
工
事
主
任
技
術

者
の
資
質
の
維
持
・
向
上
お
よ
び
配

管
技
能
者
の
資
格
の
明
確
化
・
活
用

に
つ
い
て
―
９
つ
を
掲
げ
た
。

　

さ
る
令
和
３
年
７
月
に
当
地
愛
媛
県
松

山
市
に
お
い
て
開
催
し
た
通
常
総
会
で
、

２
年
後
の
令
和
５
年
度
に
は
再
び
松
山
で

盛
大
に
全
国
大
会
を
開
催
し
た
い
と
、
ご

あ
い
さ
つ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
が
、

念
願
か
な
っ
て
本
日
を
迎
え
ら
れ
た
こ
と

は
感
無
量
の
極
み
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
愛
媛
県
連
の
櫻
井
会
長
を
は

じ
め
、
四
国
ブ
ロ
ッ
ク
お
よ
び
関
係
の
皆

さ
ま
の
多
大
な
る
ご
尽
力
に
対
し
、
改
め

て
心
か
ら
感
謝
を
申
し
上
げ
る
次
第
で

す
。

　

さ
て
、
既
に
ご
承
知
の
通
り
、
水
道
行

政
が
令
和
６
年
４
月
に
厚
生
労
働
省
か
ら

国
土
交
通
省
お
よ
び
環
境
省
に
移
管
さ
れ

る
法
律
が
本
年
５
月
に
成
立
し
ま
し
た
。

移
管
ま
で
お
よ
そ
９
カ
月
と
な
り
ま
し
た

が
、
上
下
水
道
が
一
体
と
な
る
新
体
制
に

期
待
を
抱
き
つ
つ
、
予
算
や
人
員
の
十
分

な
確
保
な
ど
業
界
に
配
慮
し
た
支
援
を
衆

参
国
会
議
員
の
先
生
方
に
引
き
続
き
要
望

し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

創
立
60
周
年
を
迎
え
た
こ
と
を
契
機

に
、
今
後
を
見
据
え
た
「
全
管
連
ビ
ジ
ョ

ン
２
０
２
０
」
に
基
づ
き
、
組
織
の
見
直

し
と
体
制
強
化
を
掲
げ
、
鋭
意
検
討
を
進

め
て
ま
い
り
ま
し
た
。
ス
リ
ム
化
し
て
よ

り
風
通
し
の
良
い
組
織
と
な
っ
た
新
体
制

が
い
よ
い
よ
本
日
よ
り
ス
タ
ー
ト
し
ま

す
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
組
織
見
直
し
は

手
段
で
あ
っ
て
ゴ
ー
ル
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
見
直
し
後
の
体
制
で
、
全
管
連
が
い

か
に
活
発
に
会
員
の
た
め
に
事
業
を
展
開

し
て
い
く
か
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
新
体
制
で
総
力
を
挙
げ
て
取
り
組
ん

で
ま
い
り
ま
す
の
で
、
皆
さ
ま
方
の
今
後

と
も
変
わ
ら
ぬ
ご
支
援
と
ご
指
導
を
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

一
方
で
待
っ
た
な
し
の
課
題
が
山
積
し

て
い
る
現
状
が
あ
り
ま
す
。

　

会
員
は
ピ
ー
ク
時
の
２
万
３
０
０
０
社

か
ら
、
直
近
で
は
約
１
万
５
０
０
０
社
ま

で
減
少
し
ま
し
た
。
組
織
の
地
力
を
つ
け

る
に
は
、
新
し
い
世
代
を
ど
う
取
り
込
む

か
が
カ
ギ
と
な
り
ま
す
。
中
で
も
、
悪
質

業
者
対
策
は
業
界
の
イ
メ
ー
ジ
向
上
に
不

可
欠
で
あ
り
、
健
全
な
業
界
だ
と
い
う
認

識
が
世
間
に
定
着
し
な
い
と
若
者
の
入
職

に
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
ば
か
り
で
す
。

　

全
管
連
で
は
、
水
道
週
間
等
で
配
布
し

て
い
る
チ
ラ
シ
や
ポ
ス
タ
ー
を
通
じ
て
、

修
繕
時
の
消
費
者
ト
ラ
ブ
ル
や
悪
徳
商
法

に
関
す
る
情
報
提
供
を
行
う
等
、
引
き
続

き
防
止
対
策
の
推
進
に
努
め
て
い
く
ほ

か
、
次
代
を
担
う
高
校
生
や
中
学
生
に
会

員
企
業
の
魅
力
を
伝
え
る
手
段
と
し
て
、

職
業
紹
介
漫
画
「
命
の
水
物
語
」
の
作
成

や
求
人
票
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
行
う
企
業
と

の
連
携
を
通
じ
て
求
人
活
動
の
支
援
に
も

取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
11
年
連
続
上
昇
と
な
っ

た
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
も
技
能
労
働

者
の
賃
金
水
準
の
上
昇
に
つ
な
が
る
追
い

風
と
し
な
が
ら
、
こ
れ
ら
施
策
を
通
じ
て

魅
力
あ
る
業
界
で
あ
る
こ
と
を
Ｐ
Ｒ
し
、

さ
ら
に
次
世
代
と
の
距
離
を
縮
め
て
い
き

た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

私
た
ち
の
仕
事
は
地
域
住
民
の
ラ
イ
フ

ラ
イ
ン
を
支
え
る
天
職
で
あ
る
と
自
負
し

て
お
り
ま
す
。
わ
れ
わ
れ
が
国
民
の
ラ
イ

フ
ラ
イ
ン
を
支
え
る
た
め
に
も
、
若
い
人

た
ち
が
管
工
事
業
界
に
入
職
し
、
将
来
設

計
を
し
っ
か
り
と
描
け
る
業
界
に
な
る
こ

と
が
必
要
で
す
。

　

若
い
人
た
ち
が
就
職
の
魅
力
的
な
選
択

肢
と
し
て
本
業
界
を
選
ん
で
い
た
だ
け
る

よ
う
今
後
も
尽
力
し
て
参
り
ま
す
。

会長 藤川　幸造
全国管工事業協同組合連合会

愛媛県管工事
協同組合連合会会長

櫻井健吾氏

国交省
四国地方整備局

建政部長 宮武一郎氏

厚労省医薬・生活
衛生局水道課長

名倉良雄氏

愛媛県知事
中村時広氏

松山市副市長
藤田　仁氏

参議院議員
足立敏之氏

3年ぶりにフルスペックで全国大会を開催

組織見直し対応へ
令和5年度事業計画を議決

通常総会

全国管工事業協同組合連合会

　全国管工事業協同組合連合会（全管連）は７月３日、松山市
の愛媛県県民文化会館で第63回通常総会・全国大会を開催し
た。同所では２年前にも全国大会の開催を予定していたが、新
型コロナウイルス感染症を考慮して、中止。晴れて２年ぶりの
開催に全国各地から会員各社ら約６５０人が集った。任期満了
に伴う役員改選では藤川幸造会長が再任し、あいさつでは水道
行政が国土交通省および環境省に移管される点や組織のスリム
化、会員増強、悪質業者対策などについても言及した。

新
体
制
が
ス
タ
ー
ト

約
650
人
が
集
う

３
大
ス
ロ
ー
ガ
ン
決
ま
る

全国大会

組織見直し
水道行政移管

　

全
国
大
会
は
、
愛
媛
県
管
工
事
協
同
組
合

連
合
会
副
会
長
の
宮
本
正
一
郎
氏
に
よ
る
開

会
あ
い
さ
つ
で
ス
タ
ー
ト
。
開
催
地
を
代
表

し
て
、
同
連
合
会
会
長
の
櫻
井
健
吾
氏
は
、

参
加
者
、
ス
タ
ッ
フ
、
関
係
者
ら
に
対
す
る

感
謝
と
労
い
の
言
葉
が
あ
っ
た
。
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